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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第２四半期
連結累計期間

第77期
第２四半期
連結累計期間

第76期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 60,189 64,065 128,866

経常利益 (百万円) 2,324 2,906 7,019

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,767 1,914 5,071

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 2,035 1,659 5,422

純資産額 (百万円) 33,035 36,984 36,410

総資産額 (百万円) 98,976 117,245 109,586

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 91.82 99.60 263.47

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.4 31.5 33.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 220 △10,407 4,164

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,780 △3,482 △1,233

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △698 5,844 △721

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 18,567 14,936 23,013

回次
第76期

第２四半期
連結会計期間

第77期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

１株当たり四半期
純利益

(円) 38.19 83.32

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

４ 2018年10月１日付で普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っている。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定している。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な

関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。

　(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用・所得環境及び企業収益の改善を背景に、個人消費及

び民間投資・公共投資が底堅く推移し、全体として引き続き緩やかな景気回復基調が続いた。

また、国内建設市場においては、都市部の民間設備投資を中心として堅調な受注環境が続いたが、消費増税や

各地で相次ぐ風水害により、先行き不透明な状況が続くことが予想される。

当社グループは2019年５月に策定した「中期５ヵ年計画（2019～2023）」の施策を推進し、建設業の枠を拡

げ、社会に潜在する多様なニーズや未解決の課題を読み取り、それらを解決する能力（スマートソリューション

サービス）を備えた事業を数多く展開することで、新たな未来社会「Society5.0」を多様な人々と共に創ってい

くためのプラットフォーム「New Business Contractor」の形成を目指している。

このような状況のもと、当社グループの財政状態及び経営成績は以下のとおりとなった。

（財政状態）

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、資産は、新規Ｍ＆Ａ投資等による現金預金94億円の減少等及び受

取手形・完成工事未収入金等67億円の増加、短期資金運用による有価証券39億円の増加、主として新規連結子会

社取得による販売用不動産18億円、開発事業等支出金等18億円の増加、未収消費税等の計上等による流動資産そ

の他10億円の増加等これらに起因する流動資産の増加並びに有形固定資産19億円の増加等に起因する固定資産の

増加により、前連結会計年度末比76億円増の1,172億円となった。

負債は、支払手形・工事未払金等60億円の減少、未成工事受入金13億円の減少等並びに長期から短期への振替

えを除いた借入金108億円の純増、主として新規連結子会社取得による開発事業等未払金11億円、開発事業等受

入金15億円の増加及び預り金15億円の増加等により、前連結会計年度末比70億円増の802億円となった。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益19億円の計上及び2019年３月期株式配当金９億円の支払い並び

にその他有価証券評価差額金２億円の減少等により、前連結会計年度末比５億円増の369億円となった。

なお、自己資本比率は、前連結会計年度末比1.7ポイント減の31.5％となった。

今後も自己資本の充実を図りつつ新規事業を含めた事業投資を行うことで、将来的な収益基盤の拡充に向けた

戦略推進を加速させていく。

（経営成績）

　当第２四半期連結累計期間の連結業績については、売上高は640億円（前年同四半期連結累計期間比6.4％

増）、営業利益は30億円（前年同四半期連結累計期間比45.7％増）、経常利益は29億円（前年同四半期連結累計

期間比25.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は19億円（前年同四半期連結累計期間比8.3％増）とな

った。

なお、当社グループの売上高は、下半期、特に第４四半期連結会計期間に集中する傾向があることから、業績

に季節的変動がある。
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報告セグメント別の業績は、次のとおりである。

　

(土木事業)

土木事業については、一部工事の採算性の向上等により、完成工事高は374億円(前年同四半期連結累計期

間比3.5％増)、セグメント利益は33億円（前年同四半期連結累計期間比64.9％増）となった。

(建築事業)

建築事業については、工事施工高の伸びが例年に比べ少なく、完成工事高は229億円(前年同四半期連結累

計期間比0.8％減)、セグメント利益は６億円（前年同四半期連結累計期間比25.6％減）となった。

(開発事業等)

開発事業等については、新たに連結子会社を取得したことに加え、これに伴う費用の発生等により、開発

事業等売上高は36億円(前年同四半期連結累計期間比321.9％増)、セグメント利益は86百万円（前年同四半期

連結累計期間比33.9％減）となった。

（注） 報告セグメント別の記載において、売上高については「外部顧客への売上高」の金額を記載しており、

セグメント利益については四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
　

　(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の四半期末残高は、

前連結会計年度末に比べ80億円減少し、149億円となった。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期連結累計期間に

比較して未収入金の減少等の資金増加項目はあるものの、主に売上債権67億円の増加（前年同四半期連結累

計期間は42億円の減少）、新規連結子会社取得による販売用不動産11億円の増加（前年同四半期連結累計期

間は０百万円の減少）及び未成工事受入金13億円の減少（前年同四半期連結累計期間は10億円の増加）等と

いった資金減少項目により104億円の資金減少（前年同四半期連結累計期間は２億円の資金増加）となった。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、短期資金運用に伴う有価証券

の取得による支出100億円（前年同四半期連結累計期間は68億円）、同有価証券の償還による収入75億円（前

年同四半期連結累計期間は55億円）及び連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出13億円（前年

同四半期連結累計期間はゼロ）等により34億円の資金減少（前年同四半期連結累計期間は17億円の資金減

少）となった。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額84億円

（前年同四半期連結累計期間は１億円）及び長期借入金の返済による支出20億円（前年同四半期連結累計期

間は34百万円）等により58億円の資金増加（前年同四半期連結累計期間は６億円の資金減少）となった。

　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。
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　(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は263百万円であった。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動について重要な変更はない。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,310,436 19,310,436
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数 100株

計 19,310,436 19,310,436 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年７月１日～
2019年９月30日

― 19,310,436 ― 5,519 ― 2,980
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(5) 【大株主の状況】

2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１－８－11 1,681 8.74

トビシマ共栄会 東京都港区港南１－８－15 797 4.15

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 797 4.14

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ Ｎ

ＯＲＷＡＹ

（常任代理人シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2,0107 OSLO 1 OSLO 0107 NO

（東京都新宿区新宿６－27－30）

540 2.81

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口５)
東京都中央区晴海１－８－11 370 1.92

飛島建設株式会社自社株投資会 東京都港区港南１－８－15 349 1.81

ＲＥ ＦＵＮＤ １０７－ＣＬＩ

ＥＮＴ ＡＣ

（常任代理人シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

MINISTRIES COMPLEX ALMURQAB AREA KUWAIT

KW 13001

（東京都新宿区新宿６－27－30）

313 1.63

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口１)
東京都中央区晴海１－８－11 258 1.34

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口２)
東京都中央区晴海１－８－11 232 1.21

山田 紘一郎 東京都中野区 220 1.14

計 ― 5,560 28.90

(注) 2019年７月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、スパークス・アセッ

ト・マネジメント株式会社が2019年６月28日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当

社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には

含めていない。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

スパークス・アセット・マ
ネジメント株式会社

東京都港区港南１－２－70 967 5.01
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

69,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,624,800 186,248 ―

単元未満株式 普通株式 616,636 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 19,310,436 ― ―

総株主の議決権 ― 186,248 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）及び株式給付

信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式が107,000株（議決権1,070個）含まれている。

また、「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10株含まれている。

２ 「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式が103株含まれているが、当該自己株式数は株式名簿上の株

式数であり、実質的に所有していない株式が80株ある。

② 【自己株式等】

2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
飛島建設株式会社

東京都港区港南１－８－15 69,000 ― 69,000 0.36

計 ― 69,000 ― 69,000 0.36

(注) 株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式107,000株は、上記自己保有株式に含まれていない。

２ 【役員の状況】

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 23,217 13,750

受取手形・完成工事未収入金等 ※１ 52,088 58,885

有価証券 1,613 5,613

販売用不動産 401 2,284

未成工事支出金等 2,319 2,195

開発事業等支出金等 55 1,889

その他 6,927 8,014

貸倒引当金 △7 △5

流動資産合計 86,615 92,628

固定資産

有形固定資産 15,585 17,582

無形固定資産 610 808

投資その他の資産

その他 6,975 6,425

貸倒引当金 △200 △200

投資その他の資産合計 6,774 6,225

固定資産合計 22,970 24,616

資産合計 109,586 117,245
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※２ 35,782 29,738

開発事業等未払金 107 1,282

短期借入金 122 ※３ 19,556

未成工事受入金 8,347 6,957

開発事業等受入金 59 1,603

預り金 13,741 15,295

完成工事補償引当金 307 285

工事損失引当金 445 377

その他 2,933 2,378

流動負債合計 61,847 77,475

固定負債

長期借入金 ※４ 10,402 1,793

役員株式給付引当金 - 4

役員退職慰労引当金 - 250

退職給付に係る負債 461 69

その他 463 666

固定負債合計 11,328 2,785

負債合計 73,175 80,260

純資産の部

株主資本

資本金 5,519 5,519

資本剰余金 6,241 6,240

利益剰余金 23,716 24,669

自己株式 △454 △576

株主資本合計 35,023 35,852

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,369 1,128

為替換算調整勘定 4 2

退職給付に係る調整累計額 12 △0

その他の包括利益累計額合計 1,385 1,130

非支配株主持分 0 0

純資産合計 36,410 36,984

負債純資産合計 109,586 117,245
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

売上高

完成工事高 59,325 60,421

開発事業等売上高 863 3,643

売上高合計 60,189 64,065

売上原価

完成工事原価 53,899 53,727

開発事業等売上原価 680 2,972

売上原価合計 54,579 56,700

売上総利益

完成工事総利益 5,426 6,694

開発事業等総利益 183 670

売上総利益合計 5,609 7,365

販売費及び一般管理費 ※１ 3,488 ※１ 4,274

営業利益 2,121 3,090

営業外収益

受取配当金 19 19

その他 317 21

営業外収益合計 337 41

営業外費用

支払利息 75 111

その他 58 114

営業外費用合計 133 225

経常利益 2,324 2,906

特別利益

退職給付制度終了益 - 48

その他 3 3

特別利益合計 3 51

特別損失

固定資産売却損 0 -

投資有価証券評価損 0 8

その他 0 0

特別損失合計 0 9

税金等調整前四半期純利益 2,327 2,948

法人税、住民税及び事業税 534 556

法人税等調整額 33 477

法人税等合計 567 1,033

四半期純利益 1,759 1,914

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△7 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,767 1,914
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

四半期純利益 1,759 1,914

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 275 △241

為替換算調整勘定 △3 △1

退職給付に係る調整額 3 △12

その他の包括利益合計 275 △255

四半期包括利益 2,035 1,659

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,044 1,659

非支配株主に係る四半期包括利益 △8 0
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,327 2,948

減価償却費 312 393

のれん償却額 22 34

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △5

工事損失引当金の増減額（△は減少） △32 △67

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △379 △449

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） - △4

受取利息及び受取配当金 △21 △23

支払利息 75 111

為替差損益（△は益） △44 29

売上債権の増減額（△は増加） 4,271 △6,790

販売用不動産の増減額（△は増加） 0 △1,100

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 8 123

開発事業等支出金等の増減額（△は増加） △12 701

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,694 △2,053

未収入金の増減額（△は増加） △76 1,034

その他の資産の増減額（△は増加） 70 △28

仕入債務の増減額（△は減少） △4,870 △4,863

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,065 △1,389

開発事業等受入金の増減額（△は減少） △0 809

預り金の増減額（△は減少） 1,513 1,537

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,157 △473

その他の負債の増減額（△は減少） △243 △220

その他 11 25

小計 1,142 △9,721

利息及び配当金の受取額 21 22

利息の支払額 △74 △113

法人税等の支払額 △869 △595

営業活動によるキャッシュ・フロー 220 △10,407
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △6,800 △10,000

有価証券の償還による収入 5,500 7,500

有形固定資産の取得による支出 △443 △322

無形固定資産の取得による支出 △33 △25

投資有価証券の取得による支出 △7 △2

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- △1,372

貸付けによる支出 △8 △4

貸付金の回収による収入 10 555

その他 1 188

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,780 △3,482

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 125 8,426

長期借入れによる収入 - 575

長期借入金の返済による支出 △34 △2,046

配当金の支払額 △770 △962

その他 △19 △149

財務活動によるキャッシュ・フロー △698 5,844

現金及び現金同等物に係る換算差額 40 △31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,218 △8,076

現金及び現金同等物の期首残高 20,785 23,013

現金及び現金同等物の四半期末残高 18,567 14,936
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

重要な変更なし

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

該当事項なし

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

該当事項なし

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度の概要）

１ 取引の概要

当社は、2019年６月27日開催の第76回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）を対象に業績連動型

株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」という。）を導入することを

決議した。本制度は、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によ

るメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上とそれによる

企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としている。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」という。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社

株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される業績連動型株

式報酬制度である。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となる。

２ 信託に残存する当社の株式

当第２四半期連結会計期間において本制度の導入に伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が、

当社株式107千株を取得している。

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上している。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額は119百万円、株式数は107千

株である。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 偶発債務（保証債務）

下記の会社の工事請負契約に対して、次のとおり工事履行保証を行っている。

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

松井建設㈱ 45百万円 156百万円

　

２ ※３、※４ シンジケーション方式タームローン契約

前連結会計年度（2019年３月31日）及び当第２四半期連結会計期間（2019年９月30日）

当社は、取引金融機関とシンジケーション方式タームローン契約（総額10,000百万円）を締結しているが、当該

契約には、下記の通り財務制限条項が付されている。
　

① 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2017年３月決算期末日における連

結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％及び直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の

部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

② 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額を2017年３月決算期末日における単

体の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％及び直前の決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の

部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

③ 各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにする

こと。

④ 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにする

こと。

　

３ 当社は、運転資金の機動的且つ安定的な調達を行うため取引銀行５行とコミットメントライン契約を締結してい

る。前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における契約極度額及び借入実行残高等は次のとおりであ

る。

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

契約極度額 10,000百万円 10,000百万円

借入金実行残高 ― ―

差引額 10,000 10,000

　

４ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理している。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休業日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が連結会計年度末

残高に含まれている。

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

※１ 受取手形 6百万円 ―百万円

※１ 電子記録債権 0 ―

※２ 支払手形 2 ―

※２ 電子記録債務 10 ―
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(四半期連結損益計算書関係)

１ ※１ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

役員株式給付引当金繰入額 ―百万円 4百万円

従業員給料手当 1,481 1,704

退職給付費用 37 38

　

２ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日) 及び当第２四半期連結累計期間(自 2019年４

月１日 至 2019年９月30日)

当社グループの完成工事高は、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高

が著しく多くなるといった季節的変動がある。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

現金預金勘定 17,378百万円 13,750百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△311 △308

株式給付信託別段預金
（ＢＢＴ）

― △6

取得日から３か月以内に償還
期限の到来する短期投資
（有価証券）

1,500 1,500

現金及び現金同等物 18,567 14,936

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式 770 4.00 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項なし

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 962 50.00 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項なし
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

　１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

土木事業 建築事業 開発事業等 計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

売上高

外部顧客への売上高 36,171 23,154 863 60,189 ― 60,189

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 63 63 △63 ―

計 36,171 23,154 927 60,253 △63 60,189

セグメント利益 2,061 873 130 3,065 △944 2,121

(注) １ セグメント利益の調整額△944百万円には、セグメント間取引消去△63百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△880百万円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

る。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
　

　２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし

　

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

　１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

土木事業 建築事業 開発事業等 計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

売上高

外部顧客への売上高 37,455 22,966 3,643 64,065 ― 64,065

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 70 70 △70 ―

計 37,455 22,966 3,714 64,135 △70 64,065

セグメント利益 3,398 649 86 4,134 △1,043 3,090

(注) １ セグメント利益の調整額△1,043百万円には、セグメント間取引消去△70百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△973百万円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費で

ある。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
　

　２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　該当事項なし

(のれんの金額の重要な変動)

　重要な変動なし

(重要な負ののれん発生益)

　該当事項なし
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

１株当たり四半期純利益 91.82円 99.60円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 1,767 1,914

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益（百万円）

1,767 1,914

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,251 19,222

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２ 当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っている。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定している。

３ 株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算

において控除する自己株式に含めている。

なお、自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計期間58千株、当第２四半期連結累計期間88千株

であり、このうち株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式の期中平均株式数は、当第２四半期連結累計

期間20千株である。（前第２四半期連結累計期間は該当なし。）

　

２ 【その他】

該当事項なし
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2019年11月13日

飛 島 建 設 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岡 本 健 一 郎 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 草 野 耕 司 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている飛島建設株式会

社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年９月

30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、飛島建設株式会社及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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